
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００１ 項　　目　　名 学校維持補修費（小学校・通常）

予算書項目 学校維持補修費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の目的及び効果】 
　各小学校で発生している電気工作物および消防設備の不具合について修繕を行うことに
よって、安全な学校環境と災害発生時における消防機能の信用性を確保する。 
　また、高圧ケーブルの老朽化が原因となり県外で発生した大規模な漏電事故を受け、専
門業者による高圧ケーブル等電気設備の再点検を実施し、２０年以上経過している危険な
高圧電気機器を修繕することで、事故の発生を防ぐ。

【事業の内容】 
　消防設備修繕　：法定点検により修繕の指摘をされた消防用設備（特殊消防用設備）
　　・小学校２５校　防火シャッター動作不良等　　４，５５９千円

　電気工作物修繕：老朽化により停電または火災のおそれがあると認められた高圧電気機
　　　　　　　　　器の修繕
　　・城北小学校　高圧電気開閉器、ケーブル　　　１，０９０千円
　　・湖南学園　　高圧電気開閉器２種、ケーブル　１，２２０千円
　　・浜村小学校　高圧電気開閉器２種　　　　　　１，１１７千円
　　・他５校　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，６７４千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小計　８，０７４千円

　　※その他財源の繰入金は、公共施設等整備基金繰入金。

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

12,633 0 

小学校費

目 学校管理費

補正前額 36,414 

要求額 13,033 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 12,633 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

0 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

12,633 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 12,633 12,633 

一般財源

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００２ 項　　目　　名 学校維持補修費（中学校・通常）

予算書項目 学校維持補修費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の目的及び効果】
　各中学校で発生している消防設備の不具合について修繕を行うことによって、安全な学
校環境と災害発生時における消防機能の信用性を確保する。
　
【事業の内容】
　消防設備修繕　：法定点検により修繕の指摘をされた消防用設備（特殊消防用設備）
　　・中学校７校　腐食した避難器具取付架台の取替え等　１，８１７千円

　　※その他財源の繰入金は、公共施設等整備基金繰入金。

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

1,817 0 

中学校費

目 学校管理費

補正前額 22,805 

要求額 1,817 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 1,817 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

0 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

1,817 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 1,817 1,817 

一般財源

- 31 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００３ 項　　目　　名 放課後児童対策事業費

予算書項目 放課後児童対策事業費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 

【１０次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　合併前の鳥取地域の児童クラブは保護者会への委託方式、合併地域の児童クラブは直営
方式でそれぞれ運営していたが、平成１８年度から全てのクラブを委託方式に移行し現在
に至る。近年、児童クラブのニーズが高まり入級児童数が増加している。

【事業の目的及び効果】
　児童クラブの運営にかかる必要な経費を確保し、円滑な児童クラブの運営に資するとと
もに、児童の健全育成を図る。
　
【事業の内容】 
　国庫補助である子ども・子育て支援交付金の単価改定による委託料の増額。 
　・委託料増額　　５１クラブ（富桑小、浜坂小、明徳小他） 
　・予算　　　　　国1/3、県1/3

款 民生費

項

H28

事業の概要　会計名

591 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 430,938 

要求額 591 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 591 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

197 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 394 

591 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００４ 項　　目　　名 市中学校文化連盟補助

予算書項目 小・中学校文化事業費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　中学生の文化活動を振興させるため、鳥取市中学校文化連盟が設立された。本組織の活
動に賛同し、補助金を交付している。。

【事業の目的及び効果】
　中学校の生徒を各種の文化事業等に積極的に参加させ、中学校の文化活動の充実、発展
及びこれらに対する保護者の経済的負担の軽減を図る。

【事業の内容】 
　鳥取市中学校文化連盟が第５７回全日本吹奏楽コンクール中国大会に南中学校を派遣し
たことに対して、「鳥取市中学校文化活動派遣事業補助金交付要綱」に基づき補助金を交
付する。（補助率10/10）。
  ①大　会　名　：第５７回全日本吹奏楽コンクール中国大会
　②開　催　地　：鳥取市（とりぎん文化会館）
　③派　遣　校　：南中学校４０名
　④補助対象経費：交通費、楽器運搬費

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

72 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 435 

要求額 72 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 72 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

72 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

72 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源

- 32 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００５ 項　　目　　名 外国人児童生徒編入学支援事業費

予算書項目 外国人児童生徒編入学支援事業費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】
　近年、外国から入国してきた児童生徒が増加しており、初めて市内小・中学校へ就学す
る児童生徒や編入後、複数年経過しているにもかかわらず日本語を用いてのコミュニケー
ション等に課題がある児童生徒に対する日本語の能力に応じた特別な支援が必要となって
いる。

【事業の目的及び効果】
　日本語を用いてのコミュニケーション等に課題がある児童生徒を対象に、生活指導や初
期的な日本語指導及び母国語通訳のできる地域人材を「教育活動支援員」として該当校へ
派遣することで、該当児童生徒が安心して学び、生活できるよう支援する。

【事業の内容】 
　外国人児童生徒の転入増による報償費の増額。１３人→１９人 

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

1,200 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 1,200 

要求額 1,200 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 1,200 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

1,200 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

1,200 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００６ 項　　目　　名 早期からの教育相談・支援体制の構築事業費

予算書項目 早期からの教育相談・支援体制の構築事業費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度

一般会計 【問合せ先】教育センター 0857-36-6060 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　最近の動向として、障がいの重度・重複化や多様化、発達障がい等の児童生徒への対応
や合理的配慮、早期からの教育的対応に関する要望が高まっている。

【事業の目的及び効果】
　改正障害者基本法を受け、特別な支援が必要となる可能性のある子供等に対し、早期か
ら情報の提供や相談会の実施等に取組み、柔軟できめ細やかな対応ができる一貫した支援
体制を構築するため、早期支援コーディネーターを配置するなど総合的に支援し、早期か
らの教育相談・支援体制を構築する取組について実践研究を行い、その成果を普及する。

【事業の内容】 
　県からの委託事業として計上していた「系統性のある支援研究事業」に伴う特別支援教
育支援講師の配置を、県が直接実施となったための減額。

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

△ 3,923 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 7,245 

要求額 △ 3,923 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 △ 3,923 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

11 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 △ 3,934 

△ 3,923 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源

- 33 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００７ 項　　目　　名 小学校３～６年生における３５人学級実施事業費

予算書項目 小学校３５人学級実施事業費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　小学校１・２年生を対象に、義務教育への導入時における学校生活への適応の円滑化、
基本的な生活習慣の習得、基礎学力の定着を図るなど様々な教育課題を解決するため、平
成１４年度から３０人学級を実施している。平成２４年度から新たに小学校３～６年生を
対象に１/２協力金方式で３５人学級を実施している。

【事業の目的及び効果】
　児童一人ひとりに応じたきめ細かな指導により、児童の生活指導及び基礎学力の定着が
図られる。

【事業の内容】 
　少人数学級数減による人員配置減。１７人→１６人
　（一人当たり２，０００千円）

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

△ 2,000 0 

小学校費

目 教育振興費

補正前額 34,000 

要求額 △ 2,000 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 △ 2,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

△ 2,000 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

△ 2,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００８ 項　　目　　名 中学校２･３年生における３５人学級実施事業費

予算書項目 中学校３５人学級実施事業費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　中学校１年生に対するきめ細かな指導環境を整備する必要から、平成１５年から３３人
学級を実施している。（平成１５年度は、南中１校のみでモデル実施。）
　平成２４年度から新たに中学校２，３年生を対象に１/２協力金方式で３５人学級を実
施している。

【事業の目的及び効果】
　生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導により、児童の生活指導及び基礎学力の定着が
図られる。

【事業の内容】 
　少人数学級数増による人員配置増。１１人→１４人
　（一人当たり２，０００千円）　   

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

6,000 0 

中学校費

目 教育振興費

補正前額 22,000 

要求額 6,000 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 6,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

6,000 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

6,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源

- 34 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教００９ 項　　目　　名 地域教育力向上モデル事業費

予算書項目 地域教育力向上モデル事業費 ページ 63 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 

【１０次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】
　近年子どもを取り巻く環境が大きく変化しており、地域全体で子どもたちを育む体制づ
くりを目指すことが必要となっている。
　
【事業の目的及び効果】
　３年間（Ｈ２８年度～Ｈ３０年度）のモデル事業と位置づけ、地域の方々に支えられ
て、米里小学校に通う子ども達に学習や多様な体験活動を行う居場所づくりを確保し、放
課後児童クラブと一体的又は連携した総合的な放課後における健全育成を推進する。
　
【事業の内容】 
　米里小放課後子ども教室の新規開設に伴う備品を整備。 
 
　・購入品目　パソコン・プリンタ1台、テーブル15台、椅子40脚、椅子用台車2台 
　・補助金名　学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金 
　・補助率　　備品購入費：国全額 
　　　　　　　消耗品費　：国1/3、県1/3

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

820 0 

社会教育費

目 社会教育活動費

補正前額 547 

要求額 870 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 820 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

67 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 753 

820 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１０ 項　　目　　名 要保護・準要保護児童就学援助費（小学校）

予算書項目 要保護・準要保護児童就学援助費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　学校教育法第１８条により経済的な理由により就学困難と認められる児童生徒 に対して
就学に要する経費を支給している。準要保護世帯への援助に関しては 平成１７年度より税
源移譲が行われた上で国庫補助が廃止されている。 
　なお、保護者の負担増を考慮し、平成２６年度には消費税増税に伴う支給単価の増額、
平成２８年度には平成２６年４月貸切バス運賃・料金制度の施行に伴う校外活動費の増額
を実施した。

【事業の目的及び効果】 
　学用品費や修学旅行費等を援助することにより、要保護及び準要保護世帯の経済的負担
の縮減を図る。 

【事業の内容・実績】 
　支給認定対象者の増加に伴う扶助費の増額。 
　　予算積算時認定者数　１，２１７人（要保護１４７人　準要保護１，０７０人）
　　年度当初認定者数　　１，２２５人（要保護１４８人　準要保護１，０７７人）
　　年度中途認定者数（見込）　７３人（要保護　７３人　準要保護　　　　０人）

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

2,002 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 26,720 

要求額 2,002 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 2,002 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

2,002 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

2,002 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源

- 35 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１１ 項　　目　　名 要保護・準要保護児童就学援助費（中学校）

予算書項目 要保護・準要保護児童就学援助費 ページ 61 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】
　学校教育法第１８条により経済的な理由により就学困難と認められる児童生徒に対して
就学に要する経費を支給している。準要保護世帯への援助に関しては平成１７年度より税
源移譲が行われた上で国庫補助が廃止されている。
　なお、保護者の負担増を考慮し、平成２６年度には消費税増税に伴う支給単価の増額、
平成２８年度には平成２６年４月貸切バス運賃・料金制度の施行に伴う校外活動費の増額
を実施した。

【事業の目的及び効果】
　学用品費や修学旅行費等を援助することにより、要保護及び準要保護世帯の経済的負担
の縮減を図る。

【事業の内容・実績】 
　支給認定対象者の増加に伴う扶助費の増額。
 　　予算積算時認定者数　　　７３２人（要保護９２人　準要保護６４０人）
　　年度当初認定者数　　　　７４８人（要保護８６人　準要保護６６２人）
　　年度中途認定者数（見込）　３４人（要保護２８人　準要保護　　６人）

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

4,274 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 35,481 

要求額 4,274 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 4,274 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

4,274 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

4,274 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１２ 項　　目　　名 サイクリングターミナル運営管理費等

予算書項目 運営管理費等 ページ 65 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362、施設係 0857-20-3373 

【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業経過及び背景】 
（１）平成２８年１０月１４日に「鳥取県支え愛交通安全条例」が制定され、自転車利用
時に乗車用ヘルメットを被るなどの安全対策が努力義務化された。
（２）サイクリングターミナル施設利用数の増加に伴い、食事利用数が増加した。

【事業の目的及び効果】
（１）「鳥取県支え愛交通安全条例」に対応し、利用者の安全を確保するため、貸出用ヘ
ルメットを購入する。
（２）増加した食事利用者への対応を行う。

【事業の内容】 
 （１）ヘルメット購入　３０３千円
　　　子供用　３，７８０円×６０個　　大人用　３，７８０円×２０個
（２）食事提供委託業務　３４１千円
　　・９月末時点食事提供数（実績）
　　　Ｈ２８　４，４２１食　　　　　（参考）Ｈ２７　３，７８４食
　　・３月末時点食事提供数（見込）
　　　Ｈ２８　５，７０１食　　　　　（参考）Ｈ２７　５，２３３食

　※その他財源は、サイクリングターミナル使用料

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

644 0 

社会教育費

目 サイクリングターミナル管理費

補正前額 11,532 

要求額 644 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 644 その他財源の内訳

分担金 0 

341 

市長段階査定額

303 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

644 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 341 0 

一般財源

- 36 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１３ 項　　目　　名 体育事務費

予算書項目 体育事務費 ページ 65 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　長い歴史と伝統を誇る日本の国技「大相撲」において、本市出身の石浦将勝関が幕内力
士への昇進が決定した。幕内力士の誕生は本市出身者としては７０年ぶりの快挙であり、
新入幕を祝して、懸垂幕の掲出と記念品の贈呈を行う。 

【事業の目的及び効果】 
　石浦関の活躍は郷土の誇りであり、本市の情報発信力向上につながるとともに、市民に
夢と希望を与える。 
 
【事業の内容】 
　・新入幕を祝して懸垂幕の掲出　　９５千円 
　・記念品の贈呈　　　　　　　　  ５６千円

款 教育費

項

H28

事業の概要　会計名

151 0 

保健体育費

目 体育振興費

補正前額 0 

要求額 151 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 151 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

151 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 

151 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源
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